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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第89期
第３四半期
連結累計期間

第90期
第３四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 599,002 586,532 807,245

経常利益 (百万円) 9,345 12,371 12,408

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,817 8,038 7,199

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,548 8,370 7,166

純資産額 (百万円) 62,518 72,432 65,491

総資産額 (百万円) 374,455 359,934 370,268

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 35.80 49.67 44.35

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.1 19.3 16.9

　

回次
第89期
第３四半期
連結会計期間

第90期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 14.56 19.07

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社においても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績の状況の異常な変動等又は、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間における経済は、復興需要等を背景に緩やかな回復の動きが見られたものの、

欧州を中心とした海外経済の減速等、依然として厳しい状況が続きました。しかし、政権交代による経済政

策への期待感から、円安、株高の流れとなり、変化の兆しも見られるようになりました。　　

このような経営環境の中、当社グループの売上高は5,865億円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ

124億円、2.1％減少しました。損益につきましては、経常利益が123億71百万円となり、前第３四半期連結累

計期間に比べ30億25百万円、32.4％増加しました。四半期純利益は80億38百万円となり、前第３四半期連結

累計期間に比べ22億21百万円、38.2％増加しました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。　

(鉄鋼)

鉄鋼部門におきましては、鋼材の販売数量は増加しましたが価格の下落により、売上高は3,062億円とな

り、前第３四半期連結累計期間に比べ115億円、3.6％減少しました。経常利益は、連結子会社の業績改善など

により32億39百万円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ7億19百万円、28.5％増加しました。

(産機・インフラ事業)

産機・インフラ事業部門におきましては、産業機械、非鉄金属などが販売減となり売上高は656億円とな

り、前第３四半期連結累計期間に比べ110億円、14.4％減少しました。経常利益は、持分法による投資利益の

好転などにより21億72百万円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ9億90百万円、83.8％増加しました。

(繊維)

繊維部門におきましては、ＳＰＡ（アパレル製造小売業）との取引が好調に推移したことなどにより、売

上高は1,286億円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ56億円、4.6％増加しました。経常利益は、連結子

会社の構造改革の成果が顕れたことなどにより45億99百万円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ15

億37百万円、50.2％増加しました。

(食糧)

食糧部門におきましては、輸入牛肉、輸入豚肉および加工食品の取引が堅調に推移したことなどにより、

売上高は850億円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ45億円、5.6％増加しました。経常利益は24億93

百万円となり、前第３四半期連結累計期間に比べ72百万円、2.8％減少しました。
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(その他)

その他の事業には、倉庫、テナントビルの不動産賃貸等の事業が含まれております。その他の売上高は9億

円となりましたが、損益は1億44百万円の経常損失となりました。

　
(2)財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産は3,599億円となり、受取手形及び売掛金やたな卸資産の減少などに

より、前連結会計年度末に比べ103億円減少しました。負債は2,875億円となり、短期借入金は増加しました

が支払手形及び買掛金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ172億円減少しました。純資産は724億円

となり、剰余金の配当があったものの四半期純利益の計上などにより、前連結会計年度末に比べ69億円増加

しました。

　
(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。　

なお、当社は、平成25年２月７日に、日鐵商事株式會社との間で、平成25年10月１日を目途に両社を統合す

るべく検討を開始することについて合意致しました。両社がこれまで培ってきた経営資源を結集し、新日鐵

住金グループを背景に、鉄鋼、繊維、食糧、原燃料、機械、インフラ事業等のコア事業を複合的に展開する商社

として、持続的成長を目指してまいります。　

　
(4)研究開発活動

該当事項はありません。　

　
(5)主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、エスエスシー北関東㈱が新規連結子会社となったため、以下の設備

が新たに主要な設備となりました。
　

会社名
事業所名及び
設備の内容

所在地 セグメントの名称

土地
建物及び
構築物

その他

面積
(㎡)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

エスエスシー北関東㈱
本社工場
コイルセンター

栃木県佐野市 鉄鋼 9,010 153 264 342

(注) １　その他の帳簿価額は、機械装置及び運搬具、器具及び備品の合計であります。

２　金額には、消費税等を含んでおりません。　

　
また、当第３四半期連結累計期間において、イゲタサンライズパイプ㈱が所有しておりました九州営業所

は、建物の老朽化により、売却いたしました。

　

会社名
事業所名及び
設備の内容

所在地 セグメントの名称

土地
建物及び
構築物

その他

面積
(㎡)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

イゲタサンライズパイプ㈱
九州営業所
オフィス・倉庫

福岡県糟屋郡
志免町

鉄鋼 9,567 240 42 27

(注) １　その他の帳簿価額は、機械装置及び運搬具、器具及び備品の合計であります。

２　金額には、消費税等を含んでおりません。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 164,534,094164,534,094

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 164,534,094164,534,094― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月31日 ─ 164,534 ─ 12,335 ─ 6,278

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)(注１)普通株式 2,683,000 ― ―

完全議決権株式(その他)　 普通株式161,078,000161,078 ─

単元未満株式　　　　　　　(注２) 普通株式 773,094 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 164,534,094 ― ―

総株主の議決権 ― 161,078 ―

(注) １　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式および当社所有の自己株式がそれ

ぞれ400株および224株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
住金物産株式会社

大阪市西区新町
１丁目10－９

2,683,000 ─ 2,683,0001.63

計 ― 2,683,000 ─ 2,683,0001.63

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,605 11,306

受取手形及び売掛金 ※4
 229,439

※4
 217,657

たな卸資産 61,704 57,885

その他 8,702 7,980

貸倒引当金 △1,608 △1,785

流動資産合計 308,842 293,045

固定資産

有形固定資産 32,329 33,611

無形固定資産

のれん 444 298

その他 593 554

無形固定資産合計 1,038 853

投資その他の資産

その他 31,566 35,943

貸倒引当金 △3,508 △3,519

投資その他の資産合計 28,058 32,424

固定資産合計 61,425 66,888

資産合計 370,268 359,934

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 192,538

※4
 172,805

短期借入金 78,154 84,890

未払法人税等 3,768 1,106

賞与引当金 1,239 408

資産除去債務 43 42

その他 9,037 10,592

流動負債合計 284,781 269,846

固定負債

長期借入金 14,976 13,116

退職給付引当金 2,413 2,130

役員退職慰労引当金 307 277

関係会社整理損失引当金 4 －

資産除去債務 96 99

その他 2,198 2,030

固定負債合計 19,995 17,655

負債合計 304,777 287,501
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,335 12,335

資本剰余金 7,084 7,084

利益剰余金 45,673 52,255

自己株式 △579 △582

株主資本合計 64,513 71,093

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,376 1,448

繰延ヘッジ損益 85 178

為替換算調整勘定 △3,457 △3,362

その他の包括利益累計額合計 △1,996 △1,735

少数株主持分 2,973 3,074

純資産合計 65,491 72,432

負債純資産合計 370,268 359,934
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 599,002 586,532

売上原価 553,423 538,264

売上総利益 45,579 48,268

販売費及び一般管理費 36,348 37,219

営業利益 9,231 11,048

営業外収益

受取利息 174 181

受取配当金 283 278

持分法による投資利益 497 1,148

その他 685 1,100

営業外収益合計 1,641 2,710

営業外費用

支払利息 1,073 1,056

その他 454 330

営業外費用合計 1,527 1,387

経常利益 9,345 12,371

特別利益

固定資産売却益 134 9

投資有価証券売却益 23 6

出資金売却益 196 －

負ののれん発生益 250 13

特別利益合計 605 28

特別損失

固定資産売却損 33 332

減損損失 183 7

出資金売却損 － 7

投資有価証券評価損 162 16

出資金評価損 － 8

持分変動損失 172 40

段階取得に係る差損 － 2

特別損失合計 552 415

税金等調整前四半期純利益 9,399 11,984

法人税、住民税及び事業税 4,094 3,865

法人税等調整額 △210 2

法人税等合計 3,884 3,867

少数株主損益調整前四半期純利益 5,515 8,116

少数株主利益又は少数株主損失（△） △302 78

四半期純利益 5,817 8,038
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,515 8,116

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △166 65

繰延ヘッジ損益 40 93

為替換算調整勘定 △341 △64

持分法適用会社に対する持分相当額 △498 158

その他の包括利益合計 △966 253

四半期包括利益 4,548 8,370

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,872 8,300

少数株主に係る四半期包括利益 △323 70
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、Sumikin Bussan Europe S.A.S.、Sumikin Bussan Vietnam Co.,Ltd.は新たに

設立したことにより、連結の範囲に含めております。

第２四半期連結会計期間より、従来持分法を適用していない関連会社であったエスエスシー北関東㈱は株式

を追加取得したこと、P.T.Sumikin Bussan Indonesia、Aguascalientes Steel Coil Center S.A. de C.V.は

新たに設立したことにより、連結の範囲に含めております。

当第３四半期連結会計期間より、Sumikin Bussan Textile Corp.は清算したことにより、連結の範囲から除外

しております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、Kitagawa Mexico S.A. de C.V.は新たに設立したことにより、持分法適用の範

囲に含めております。

当第３四半期連結会計期間より、MDI-SBソーラー㈱は新たに設立したことにより、持分法適用の範囲に含めて

おります。

　

【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更による当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
１  保証債務

次のとおり従業員、取引先及び非連結子会社・関連会社他の銀行借入金等について保証しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

Sumikin Bussan
    Oceania Pty.Ltd.

627百万円
Sumikin Bussan
    Oceania Pty.Ltd.

452百万円

従業員 446百万円 従業員 375百万円

その他６件 673百万円 その他８件 947百万円

        計 1,746百万円         計 1,775百万円
　

(注)　上記のうち外貨建のもの (注)　上記のうち外貨建のもの

　　　円貨額 1,017百万円 　　　円貨額 1,094百万円

　　 (外貨額) (4,070千米ドルその他) 　　 (外貨額) (5,396千米ドルその他)

　

  ２  受取手形割引高及び裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形割引高 472百万円 353百万円

輸出手形割引高 3,237百万円 3,004百万円

受取手形裏書譲渡高 53百万円 68百万円

　

  ３  債権流動化に伴う買戻義務

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

債権流動化に伴う買戻義務 1,380百万円 1,271百万円

　

※４  期末日満期手形

四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が期末残高に含ま

れております。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 6,248百万円 2,836百万円

支払手形 5,584百万円 5,033百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん

の償却額は、次のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 1,596百万円 1,565百万円

のれんの償却額 166百万円 175百万円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１　配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 573 3.5平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

平成23年10月31日
取締役会

普通株式 485 3 平成23年９月30日 平成23年12月１日 利益剰余金

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３　株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。　

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１　配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 809 5 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

平成24年10月30日
取締役会

普通株式 647 4 平成24年９月30日 平成24年12月３日 利益剰余金

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

　

３　株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

報告セグメント
その他
(百万円)
(注１)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)
(注３)

 

鉄鋼
(百万円)

産機・
インフラ
事業
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
  売上高

317,77576,707122,95280,530597,9651,037599,002 - 599,002

  セグメント間の
  内部売上高又は
  振替高

1,6101,606 0 - 3,218 134 3,353△3,353 -

計 319,38578,314122,95280,530601,1831,172602,355△3,353599,002

セグメント利益
(経常利益)

2,5201,1813,0612,5669,331 20 9,351 △6 9,345

 (注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業他を含んでおり

　　　　 ます。　　 　　

　　 ２　セグメント利益の調整額△6百万円は、セグメント間取引消去△6百万円であります。

　　 ３　「報告セグメント」及び「その他」のセグメント利益の合計は、調整額△6百万円を除き、四半期連結損益

　　　　 計算書の経常利益と一致しております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

　

　（重要な負ののれん発生益）

「鉄鋼」セグメントにおいて、当社は連結子会社の取得及び連結子会社の株式の追加取得に伴い、負

ののれん発生益を計上しております。当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第３四半期連

結累計期間においては250百万円であります。
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

報告セグメント
その他
(百万円)
(注１)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)
(注３)

 

鉄鋼
(百万円)

産機・
インフラ
事業
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
  売上高

306,22865,678128,62185,035585,563969586,532 - 586,532

  セグメント間の
  内部売上高又は
  振替高

690 1,604 2 - 2,297 98 2,395△2,395 -

計 306,91867,283128,62385,035587,8611,067588,928△2,395586,532

セグメント利益
又は損失(△)
(経常利益又は経常損失)

3,2392,1724,5992,49312,505△14412,360 10 12,371

 (注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業他を含んでおり

　　　　 ます。　　 　　

　　 ２　セグメント利益又は損失(△)の調整額10百万円は、セグメント間取引消去10百万円であります。

　　 ３　「報告セグメント」及び「その他」のセグメント利益又は損失(△)の合計は、調整額10百万円を除き、四半

　　　　 期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

　

　（重要な負ののれん発生益）

「繊維」セグメントにおいて、当社は連結子会社の株式を追加取得しました。当該事象による負のの

れん発生益の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては13百万円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 35.80円 49.67円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 5,817 8,038

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 5,817 8,038

普通株式の期中平均株式数(千株) 162,489 161,852

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

平成25年２月７日開催の取締役会決議に基づき、当社と日鐵商事株式會社は、平成25年10月１日を目途

に両社を統合するべく検討することについて合意致しました。今後、両社は統合に向けた検討を、対等な

精神に則り進めてまいります。

　
Ⅰ．経営統合の狙い

両社がこれまで事業を行ってきた鉄鋼、繊維、食糧、原燃料、機械、インフラ事業等の各事業分野、特に

鉄鋼事業分野では外部環境が急速に変化しており、今後ますます競争が激しくなっていくことが予想

されます。

かかる状況下において両社はそれぞれ成長・発展の道を模索してまいりましたが、経営統合により、

両社がこれまで培ってきた経営資源を結集し、新日鐵住金グループを背景に、上記のコア事業を複合的

に展開する商社として、持続的成長を目指していく検討を開始することで合意致しました。新しい統合

会社は一体となってお客様目線を徹底し、経営資源の有効活用を図ることで事業効率を高めるととも

に、お客様のニーズに即したグローバル戦略を加速し、販売力の強化と市場基盤・顧客基盤の拡大を

図ってまいります。これらの取り組みにより、企業価値の継続的な拡大を目指すことが、株主の皆様を

はじめ従業員を含めた全てのステークホルダーにとって最善の選択であると判断し、今回の合意に至

りました。

　
Ⅱ．経営統合の目標

統合会社は、両社に共通の事業である鉄鋼関連事業を中心に統合効果を発揮するとともに、各事業分

野のバランス良い成長を目指し、以下の目標の実現に取り組みます。

　
１．　事業競争力の向上および事業の拡充

両社及びグループ会社の販売力と顧客基盤、及び各々が得意とする商品・サービスと営業ネット

ワーク、製造加工拠点を組み合わせ相互補完するとともに、その総合力、相乗効果を最大限に発揮する

ことにより、事業競争力の向上を目指します。また、両社の強みが発揮できる分野の事業の拡充にも積

極的に取り組み、市場基盤・顧客基盤の拡大を図ってまいります。

　
２．　グローバル戦略の加速
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新興国を中心に需要が増加している海外市場において、日系企業だけでなく地場企業の需要を捕捉

すべく、両社の事業基盤・事業競争力を最大限に活用し、世界の様々なお客様のグローバルなニーズに

合致したトータルソリューションを企画提案できるベストパートナーとなることを目指します。

　

３．　強固な経営基盤の確立

鉄鋼、繊維、食糧、原燃料、機械、インフラ事業等の複数の事業分野から成る既存の事業ポートフォリ

オを総合力として活用するとともに、各事業分野での競争力の強化を図ることにより、収益安定性に優

れた強固な経営基盤の確立を目指します。

　

以上の施策により、経営統合の効果を早期に実現し、収益力の一層の向上と強固な財務基盤の構築に

注力することにより企業価値の最大化を図り、株主の皆様や資本市場からより高い評価を得られるよ

うに努力してまいります。

　

Ⅲ．経営計画の概要、統合検討の推進体制等

株主および関係当局のご承認を前提に、今後、統合計画について次の内容に従って取り組んでまいり

ます。

１．　統合の形態

合併による統合を目指します。

２．　スケジュール（予定）

(1)平成25年２月７日　　経営統合検討に関する覚書締結（同日締結済み）

(2)平成25年10月１日　　合併期日（統合期日）

平成25年４月を目途に合併契約を締結し、合併契約承認のための各社の株主総会（平成25年

６月定時株主総会を予定）を開催することと致します。

３．　統合会社の名称、本店所在地、代表者、役員構成等の基本事項

今後、両社協議の上、決定致します。

４．　経営統合比率

経営統合比率（合併にあたっての株式割当比率）は、外部機関の評価を踏まえ、両社協議の上、

決定致します。

５．　統合検討の推進体制

両社社長を共同委員長とする「統合検討委員会」を設置し、検討を開始致します。

　

なお、当該事象の損益及び連結損益に与える影響額は、未定であります。

　
２ 【その他】

第90期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当については、平成24年10月30日開催の

取締役会において、平成24年９月30日の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

　　１　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　647百万円

　　２　１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　 ４円

　　３　効力発生日および支払開始日　　　　　　　　　平成24年12月3日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月８日

　

住金物産株式会社

  取締役会  御中

　

有限責任監査法人  トーマツ

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    広   瀬        勉     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    本   野   正   紀     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚   原   元   章     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住金
物産株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住金物産株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成25年２月７日開催の取締役会決議に基づき、日鐵商事
株式會社と、平成25年10月１日を目途に統合するべく検討を開始することについて合意した。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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